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IR 汚職事件を受けて IR 基本方針の決定は今年１月から先送りされたが、コロナ対

策に追われ政府にその決定を行う暇はない。にも拘わらず４月１８日本紙によると、政

府は「自治体からの整備申請期間 について自治体から変更してほしいとの要望 は 受

けていない」として「期間の見直しは考えていない」という答弁書を決定したとのことで

ある。 

IR は富裕層を対象とし、カジノの利益があってこそ IR が運営できるというビジネス

モデルである。しかし、日本政策投資銀行と日本交通公社が行った「訪日外国人旅行

者の意向調査（２０１９年度版）」を見ても明らかなように、IR に行きたいと希望する訪

日外国人のうちでカジノに行ってみたい者はたった９％であり、その賭けたい金額も５

０～２９９米ドルで４８％を占め、これらの客だけでは採算が取れない。７５０～２９９９

米 ド ル を 賭 け た い と す る 中 国 人 ４ ６ ％ は 、 コ ロ ナ 禍 に よ り ２ ０ ２ ０ 年 １ ～ ３ 月 期 の 中 国

GDP 速報値が前年比６．８％減と著しく落ち込み、中国人富裕層の保有資産は大幅

に目減りし、世界経済の先行きが見通せない中で消費意欲の大幅な減退が見込まれ

る。日本人の富裕層についてもしかりだ。これはもう「カジノで IR を運営できる」という

見込 みは 崩 れて しまっ てい る ので はな い だろ うか 。そ の ような 現状 にお い て、 政府 は

なぜ従前のスケジュールにこだわるのか。 

政府においては IR の申請期間である来年１～７月を延期し、コロナ禍が収まって

から改めて IR の是非を検討すべきである。 


